
（案） 

 

 

堺市火災予防条例の一部を改正する条例 

 

堺市火災予防条例（平成２０年条例第２５号）の一部を次のように改正する。 

目次中「火災に関する警報の発令中における火の使用の制限（第３９条）」を「火災に

関する警報等の発令中における火の使用の制限等（第３９条・第３９条の２）」に改め

る。 

第２章第４節の節名を次のように改める。 

   第４節 火災に関する警報等の発令中における火の使用の制限等 

第３９条中「警報」の次に「（法第２２条第３項に規定する火災に関する警報をい

う。）」を加え、同条第５号中「に基づく堺市森林整備計画」を「の規定に基づく市町村

森林整備計画」に改め、同条第７号を削る。 

第２章第４節中第３９条の次に次の１条を加える。 

（林野火災に関する注意報） 

第３９条の２ 消防長は、気象の状況が山林、原野等における火災（以下「林野火災」と

いう。）の予防上注意を要すると認めるときは、林野火災に関する注意報を発すること

ができる。 

２ 前項の規定による注意報が発せられたときは、消防長が林野火災の発生の危険性を勘

案して指定する区域内に在る者は、注意報が解除されるまでの間、前条各号に定める火

の使用の制限に従うよう努めなければならない。 

 

附 則 

この条例は、令和９年１月１日から施行する。 



 

堺市火災予防条例（平成２０年条例第２５号）新旧対照表 

現行 改正後（案） 

目次 目次 

 第１章 （略）  第１章 （略） 

第２章 火を使用する設備等の位置、構造及び管理の基準等 第２章 火を使用する設備等の位置、構造及び管理の基準等 

第１節～第３節 （略） 第１節～第３節 （略） 

第４節 火災に関する警報の発令中における火の使用の制限（第３

９条） 

第４節 火災に関する警報等の発令中における火の使用の制限等 

（第３９条・第３９条の２） 

第３章～第８章 （略） 第３章～第８章 （略） 

 附則  附則 

第２章 火を使用する設備等の位置、構造及び管理の基準等 第２章 火を使用する設備等の位置、構造及び管理の基準等 

第４節 火災に関する警報の発令中における火の使用の制限 第４節 火災に関する警報等の発令中における火の使用の制限

等 

（火災に関する警報の発令中における火の使用の制限） （火災に関する警報の発令中における火の使用の制限） 

第３９条 火災に関する警報が発せられた場合における火の使用につい

ては、次に定めるところによらなければならない。 

第３９条 火災に関する警報（法第２２条第３項に規定する火災に関す

る警報をいう。）が発せられた場合における火の使用については、次

に定めるところによらなければならない。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 



 

(5) 山林、原野等の場所で、火災が発生するおそれが大きいと認めら

れる森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１０条の５に基づく堺

市森林整備計画の対象区域において喫煙をしないこと。 

(5) 山林、原野等の場所で、火災が発生するおそれが大きいと認めら

れる森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１０条の５の規定に基づ

く市町村森林整備計画の対象区域において喫煙をしないこと。 

(6) （略） (6) （略） 

(7) 屋内において裸火を使用するときは、窓、出入口等を閉じて行う

こと。 
（削る） 

（追加） （林野火災に関する注意報） 

第３９条の２ 消防長は、気象の状況が山林、原野等における火災（以

下「林野火災」という。）の予防上注意を要すると認めるときは、林

野火災に関する注意報を発することができる。 

２ 前項の規定による注意報が発せられたときは、消防長が林野火災の

発生の危険性を勘案して指定する区域内に在る者は、注意報が解除さ

れるまでの間、前条各号に定める火の使用の制限に従うよう努めなけ

ればならない。 

   第３章 住宅用防災機器の設置及び維持に関する基準等 第３章 住宅用防災機器の設置及び維持に関する基準等 

（住宅用防災機器） （住宅用防災機器） 

第４０条 （略） 第４０条 （略） 

 


